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特許庁 総務部総務課情報技術調査官　富永　泰規

要　約
　特許庁では，2016年度（平成28年度）に「人工知能技術を活用した特許行政事務の高度化・効率化実
証研究事業」を実施し，アクション・プランを取りまとめ，人工知能技術を活用した業務の高度化への取組を
進めてきました。本稿では，本取組について，取組の開始から現在までの経緯について時系列的に振り返り，
特許，意匠，商標の実体審査における検討状況，実証研究からアジャイル型開発を用いた継続的な活用可能性
検証の取組について紹介するとともに，筆者の私感を含めて，今後の方向性についても考察します。
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1.はじめに
　人工知能（AI）技術は，ガートナー社の「ハイプ・
サイクル」（1）によれば，2012 年頃に第 3 次 AI ブーム
が起こり，2015 年頃に加熱し，2017 年頃に「過度な
期待のピーク」を迎え，幻滅期に入っているとされて
います。一方で，身の回りをみると，実用化された製
品やサービスを目にする機会が多くあり，これからの
人工知能技術の活用は，啓発期に進み，特別な技術で
はなく，広く活用される世の中になってくるものと思
います。
　特許庁においても，2016 年度（平成 28 年度）から
人工知能技術の業務適用について検討を進めていると
ころ，本稿では，検討初期から，現在の取組までを包
括的に纏めるとともに，筆者の私感を含めて，今後の
方向性についても考察します。

2.業務の棚卸しとアクション・プランの策定
　特許庁における，人工知能技術の活用に向けた検討
は，2016 年度（平成 28 年度）から始まりました。
　2016 年度（平成 28 年度）には，「人工知能技術を
活用した特許行政事務の高度化・効率化実証的研究事
業」（2）として，特許庁の出願の受付から審査，登録，
審判等に至るまで多岐にわたる業務全体を対象に，業
務の分析を行い，人工知能技術の活用可能性について
調査事業を実施しました。
　適用可能性を検討する業務領域の選定は，業務全体
を 892 の業務に分類し，次に，これらの業務が，既に
システム化されているかどうか，業務の画一性が高く
人工知能技術の適用を行うまでもなく自動化できるか
どうかという観点で分類を行い，そして，残った業務
について，①業務負荷，②業務頻度，③職員の精神的
な負荷の 3点を評価指標として評価を行い，人工知能
技術の適用可能性を検討していく 15 の分野を選定し
ました。
　次に，業務選定の結果，人工知能技術の適用可否を
検討すべきとされた 15 分野の業務について，それぞ
れ業務課題の解決・軽減が期待されるソリューション
案を検討するとともに，当該ソリューション案の導入
可能性について，人工知能技術の技術水準から検討を
行いました。具体的には，担当課室へのインタビュー
等を通じて各業務に対する業務課題を特定し，当該業
務課題を解決・軽減しうるソリューション案を機能ご
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とに立案しました。その後，文献調査等を通じ，それ
ぞれのソリューション案について，導入に必要となる
技術水準を確認することで，導入可能性の可否を検討
しました。
　検討に当たっては，大学・独立行政法人等の外部有
識者の意見を伺い，その内容の妥当性を確認頂きまし
た。検討の結果，15 分野の業務のうち，10 業務につ
いて，業務の全部または一部について必要なソリュー
ション案の導入可能性有りと判断され，残りの 5業務
については，基礎研究を含め関連技術は存在せず，現
時点では導入は困難であるという結論に至っています。
　2017 年度（平成 29 年度）には，本調査事業の結果
を踏まえ，実用化にむけた AI の学習に必要なデータ
の収集とそれに基づく実証事業による精度検証等の技
術の適用に向けて必要なプロセスを整理したアクショ
ン・プランを検討し，第 10 回知的財産分科会（平成
29 年 4 月 24 日）の議論を経て，平成 29 年 4 月に，
特許庁HPに公表（3）しています。

3.実証事業の実施と，アクション・プランの改訂
　アクション・プランの公表から，今日までの経緯に
ついて，以下に纏めます。
　2017 年度（平成 29 年度）には，検討したソリュー
ション案について類似の製品・サービスが存在するか
基盤となる技術が存在するとされた 10 業務のうち，
特に現場のニーズが高い，「電話等の質問対応」，「紙
出願の電子化」，「特許分類付与」，「先行技術調査」，
「先行図形商標の調査」，「不明確な指定商品・役務調
査」について，必要なデータ蓄積の有無，費用対効果
等を確認するため，早期に実証に進めました。
　2018 年度（平成 30 年度）には，前年実施の調査事
業の状況を踏まえ，アクション・プランの改訂（4）を行
いました。具体的には，「特許分類付与（テキストに
基づく付与）」，「先行技術調査（検索式作成支援）」の
2 業務について，実証事業による検証を終え，前倒し
で導入フェーズに入ることとしました。そして，「電
話等の質問対応」，「先行図形商標の調査」，「指定商
品・役務調査」の 3業務については，データの準備や
オープンソースソフトウェア（OSS）の活用等，導入
に向けた準備を進めるために実証事業を継続し，「先
行技術調査（画像検索技術の特許図面への適用）」，
「先行意匠調査（平面的意匠の調査）」の 2業務に関す
る新たな実証事業に着手しました。なお，「紙出願の

電子化」については，手書き文字の認識精度の課題が
あり，費用対効果も踏まえ，AI 技術の活用に関する
検討を終了しています。
　2019 年度（令和元年度）には，「特許分類付与（テ
キストに基づく付与）」，「先行技術調査（検索式作成
支援）」の 2 業務について内製（アジャイル型開発）
によるツール開発を本格化させ，「電話等の質問対応」，

「先行図形商標の調査」，「指定商品・役務調査」，「先
行技術調査（画像検索技術の特許図面への適用）」の
4 業務については導入フェーズに入り，試行的に職員
に使ってもらいつつ開発を進めることとしました。
　また，「先行意匠調査（平面的意匠の調査）」につい
ては実証事業を継続するとともに，「先行技術調査

（特許文献のランキング表示，要約自動生成）」につい
て，新たな実証事業に着手しました。
　2020 年度（令和 2 年度）には，「先行技術調査（特
許文献のランキング表示，要約自動生成）」について
導入フェーズに入ることとし，「特許分類付与（テキス
トに基づく付与）」，「先行技術調査（検索式作成支援）」，
「先行技術調査（画像検索技術の特許図面への適用）」，
「先行図形商標の調査」，「指定商品・役務調査」と合
わせて 6業務について導入フェーズに移行したことに
なります。一方で，実証事業の検証結果や試行導入に
おける現場検証の結果を受けて，「電話等の質問対応」，

「先行意匠調査（平面的意匠の調査）」の 2業務につい
ては，2019 年度（令和元年度）をもってAI 技術の活
用に関する検討を中断し，AI 技術の進展を注視する
こととし，これらの取組状況・方針を反映したアク
ション・プランの改訂版（5）を，公表しています。
　2021 年度（令和 3 年度）には，前年度に引き続き，

「特許分類付与」，「先行技術調査（検索式作成支援）」，
「先行技術調査（画像検索技術の特許図面への適用）」，
「先行図形商標の調査」，「指定商品・役務調査」，「先
行技術調査（特許文献のランキング表示，要約自動生
成）」についてアジャイル型開発による現場実証を継
続するとともに，「先行意匠調査（画像検索技術の意
匠図面への適用）」についても画像検索技術を適用し
た支援ツールの検討を再開することとし，これらの取
組状況・方針を反映したアクション・プランの改訂
版（6）を，令和 3年 6月に公表しています（図 1）。
　ここまで，アクション・プランの改定を含み，プロ
ジェクトの推進にあたっては，外部有識者として，産
総研や，大学等の有識者の意見を伺いつつ進めさせて
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いただきました。

4�.特許庁における AI 技術の業務適用とアジャ
イル開発

　特許庁における，人工知能技術の活用に向けたプロ
ジェクトは，主に，1）プロジェクト企画，2）実証

（精度検証，費用対効果の確認），3）導入（アジャイ
ル型開発）のフェーズで進めてきています。
　プロジェクト企画においては，人工知能技術の活用
し業務の改善ができるものを選定していきます。2016
年度の研究事業の調査結果で選定されたプロジェクト
に加え，人工知能技術の進展の状況を踏まえ，特許の
先行技術調査における画像検索技術の適用や，特許文
献のランキング表示など，新たなプロジェクトを立ち
上げ，進めてきています。この段階においては，業務
上の課題をとらえ，これと，人工知能技術の進展状況
を見極めつつ，どのように人工知能技術を活用するこ
とで，課題を解決していくかという点をコンセプトと
して定めることが重要となります。
　実証（精度検証，費用対効果の確認）においては，
PoC（Proof of Concept：概念実証）ということで，
プロジェクト企画において定めたコンセプトに対し
て，特に人工知能技術そのものについて，コンセプト
を実現出来る技術レベルに到達しているかどうかとい
う観点を中心に検証を実施しています。人工知能技術
の活用においては，AI モデルが，想定する精度で回
答が出せるかという点が，重要です。特に学習ありの
モデルにおいては，モデルそのものも重要ですが，そ
の学習データが整備できるかという観点も重要な観点

となります。もう一つの観点は，費用対効果です。特
に学習ありのディープラーニングのモデルを構築する
には，学習データの準備，学習に利用するマシンリ
ソースなどモデルの構築に費用（コスト）がかかると
ともに，その後の維持管理にも費用（コスト）がかか
るため，得られる効果と想定するコストとのバランス
を考慮することが重要になります。
　導入（アジャイル型開発）においては，実際に職員
の業務において活用することで，利用者からのフィー
ドバックを得て，その活用可能性を検証しています。
人工知能技術の活用にあたっては，いくつかの要素を
考える必要があります。一つ目の要素は，AI モデル
の精度です。人間による業務を AI モデルにより支援
することになりますが，AI モデルの精度により，ど
の程度これを活用して業務をすることができるかが変
わってきます。もう一つの要素は，AI モデルを組み
込んだシステムそのものの使い勝手です。AI モデル
そのものは，入力データに対して出力データが導出さ
れる演算器でしかありませんので，その演算結果を利
用して，職員向けの「サービス」として提供すること
が必要となります。そして，上述のとおり，AI モデ
ルの精度により利用方法が変化することもあり，迅速
に，柔軟に改善していくことが必要となります。
　これを実現する導入（アジャイル型開発）の実施に
あたり，特許庁内に，システム内製ができる試行チー
ムを立ち上げ，職員が中心となって検討を進めていま
す。職員が中心となって本取組を進めることにより，
業務の実施における課題や問題を的確に把握しつつ，
さらに，AI モデルについてブラックボックスになっ

図 1　令和 3年度改定版　アクション・プラン
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てしまうことを防止しつつプロジェクトを進めること
ができています。

5.各法域における検討状況
　令和 2年に改定した最新のアクション・プランにお
いて，6 つのプロジェクトが「導入（アジャイル型開
発）フェーズ（段階的なシステムリリースと継続的な
機能改善，業務の在り方見直し）」のフェーズにおい
て検討を進めています。
　各法域における検討状況に入る前に，特許庁におけ
るアジャイル型開発を活用した継続的な機能改善，業
務の在り方の見直しについて紹介させていただきます。
　人工知能技術の適用可能性についての実証事業で
は，複数の AI モデルに対して，学習データを適用し
て，その精度を検証することにより，当該モデルの活
用の可能性を確認していきます。次のステップとして
は，実際の業務において，この AI モデルを利用して
業務を実施し，その効果を検証するステップになると
ころ，AI モデル自体は，入力に対して，出力を演算
する演算装置でしかなく，実際に職員が利用する画面
等の機能を提供する必要があり，これは，職員の利用
方法に応じてフレキシブルに見直すことが必要となり
ます。
　そこで，画面等の機能の提供や，モデルの学習，
チューニングについて，現場からのフィードバックを
受けてフレキシブルに対応出来るように，アジャイル
型の開発手法を採用し，継続的な機能改善と現場から
のフィードバックの PDCA のサイクルを回すことに
より，検証を継続しています。本アジャイル型の開発
手法を適用した継続的な機能改善，業務の在り方の見
直しの作業は，実際に業務を実施している審査官が中
心となって実施しており，これによって，業務に寄り
添った改善活動を継続することができています。
　なお，本アジャイル型の開発を担当するチームによ
り，コロナによる登庁回避の中，テレワークにおいて
実施できる業務を支援する各種ツールを提供すること
で，業務効率が低下することを抑制することができま
した。
　それでは，各法域について，「導入（アジャイル型
開発）フェーズ（段階的なシステムリリースと継続的
な機能改善，業務の在り方見直し）」のフェーズの取
組を中心に以下述べていきたいと思います。

　（1）　特許審査実務

　図 2 に，特許の実体審査の業務フローを示します。
特許の実体審査は，「分類付与」，「本願発明の理解」，

「先行技術調査」，「特許性の判断」という業務プロセ
スを含んでおり，このうち，「分類付与」と「先行技
術調査」を対象に，AI 技術の活用について検証を実
施しています。これらの事業の実施にあたり，実証

（精度検証）を経て，導入（アジャイル型開発）の
フェーズで検証を継続しているところ，実証について
の詳細は，参考文献等（7），（8），（9）を参照いただくことと
して，導入（アジャイル型開発）のフェーズでの取組
について紹介します。

　1）　分類付与（特許分類付与支援）
　日本語の特許文献については，先行技術調査の精度
を向上すべく，IPC（国際特許分類）よりも細かい国
内分類（FI・F ターム）を付与しています。一方で，
海外の特許文献についてこれらの国内分類を付与する
ことは，中国における出願数の増大もあり，付与対象
となる文献数があまりに多く，その付与コストが莫大
なものとなり，現実的ではありませんでした。そのた
め，先行技術の調査において，日本語の特許文献と海
外の特許文献とをそれぞれ検索式を別に作成し，検索
する必要があります。
　この問題に対して，人工知能技術を用いた特許文献
への分類推定と機械翻訳と組み合わせることにより，
外国語の特許文献に対して，日本語に機械翻訳された
テキストを入力として，国内分類の推定を機械的に実
施することができ，人手付与に比べて大幅にコストと
時間を削減することができる可能性があり，この付与
データを用いた検索が先行技術調査業務の効率性向上
に有効であるか検証を実施しています。

　2）　先行技術調査（検索式作成支援）
　先行技術調査においては，調査対象となる発明に関
連する，特許分類（IPC，FI，Fタームなど），フリー

図 2　特許審査実務の業務フロー
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ワードなどを組み合わせて，調査したい発明を検索す
るための検索式を作成することが重要なプロセスの一
つとなります。
　例えば，審査対象案件の「特許請求の範囲」及び

「明細書」の記載を元に，先行技術調査で用いる検索
式作成に有用なキーワード等を推定することにより，
検索式に用いるキーワード漏れを防ぐ効果が想定さ
れ，先行技術調査業務の精度向上に有効であるか検証
を実施しています。

　3）　先行技術調査（特許文献のランキング表示）
　先行技術調査において，検索によりヒットした文献
をスクリーニングする際に，調査対象となる発明と類
似度の高い文献を優先的に確認することにより，先行
技術調査の精度を高める可能性があります。そこで，
調査対象となる特許文献に含まれる情報（書誌情報，
分類，請求項，明細書，引用回数等）を用いて，審査
対象案件との類似度に関するスコアを付与すること
で，ランキング表示を可能としています。類似度の高
い特許文献を優先的に提示することで，先行技術調査
業務の精度，効率化に有効であるか検証を実施してい
ます。

　4）�　先行技術調査（画像検索技術の特許図面への適
用）

　上記 3）は，テキストデータに基づいて，優先的に
提示する文献を検討するものですが，図面も，多くの
技術情報を含む要素の一つとなります。
　そこで，審査対象案件の「図面」及び「明細書」に
おける図面の記載を元に，関連性の高い図面を有する
特許文献を優先的に提示することで，先行技術調査業
務の効率化を図ることについて検証を実施しています。

　（2）　商標審査実務

　図 3 に，商標の実体審査の業務フローを示します。
商標の実体審査は，「商品・役務の審査」，「識別力審

図 3　商標審査実務の業務フロー

査」，「相対的審査」という業務プロセスを含んでお
り，このうち「商品・役務の審査」と「相対的審査」
を対象に，AI 技術の活用について検証を実施してい
ます。商標についても，実証（精度検証）について
は，参考文献（10），（11）を参照いただくこととして，導入
（アジャイル型開発）のフェーズの取組について紹介
します。

　1）　商品・役務の審査（指定商品・役務調査）
　商品・役務の審査においては，出願された商品・役
務と類似群コードとの整合性について確認を行ってい
ます。入力する商品・役務に対して，公表例や，過去
に採用した商品・役務との一致を，完全一致のみでは
なく，部分的な一致・類義語・表記揺れを踏まえて，
付与すべき類似群コードの候補を提示することで，指
定商品・役務調査業務の効率化を図ることについて検
証を実施しています。

　2）　相対的審査（先行図形商標の調査）
　先行図形商標調査においては，これまで，インデッ
クスによる検索を実施していましたが，インデックス
が異なっていても類似と判断出来る場合もあり，イン
デックスを用いない検索方法を併用することで，検索
漏れを防止することができ審査品質の向上が期待され
ます。
　そこで，図形商標の検索において，人工知能技術を
活用して，出願された商標の画像の特徴量と，先行商
標の画像との特徴量を用いて類似度を算出する検索エ
ンジンを用いて，検索を行うことについて検証を実施
しています。
　また，検索エンジンの検証について，本年度，新た
な取り組みとしてAI モデルのコンペディションを開
催し，その精度向上に向けたトライを実施しています。

　（3）　意匠審査実務

　図 4に，意匠審査実務の業務フローを示します。意

図 4　意匠審査実務の業務フロー
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匠の実体審査は，「分類付与」，「本願意匠の認定」，
「先行意匠調査」，「登録可否の判断」という業務プロ
セスを含んでいます。この内「先行意匠調査」につい
て，AI 技術の活用可能性を検証してきました。

　1）　先行意匠調査（平面的意匠の調査）
　意匠の中でもレース地やユーザインタフェース画像
等の平面的意匠に対象を限定し，対象案件の意匠との
類似度が高い順に先行意匠を表示させることについ
て，実証を検討してきました。レース地のようなパ
ターンに対しては，一定の精度を得ることができたも
の，ユーザインタフェースのような分野においては，
そのボタンの機能の配置を考慮する必要がある一方，
単純な図形検索によっては，その意味合いを判断する
ことが難しく，検討は一旦中断しました。その後，内
部検討を進め，現在は，汎用の画像検索技術を適用す
ることにより効率的な先行意匠の調査ができるのでは
ないかという点について試行錯誤に着手しています。

6.これからの活用の方向性
　特に，本章については，筆者の私感であり，組織と
しての見解ではないことを冒頭にお断りさせていただ
きます。
　上述のとおり，特許庁における特許，商標，意匠の
実体審査の業務領域において，人工知能技術を活用し
た業務の高度化を，継続的な取組として実施すること
ができています。そして，例えば，分類付与や，先行
調査という観点で，人工知能技術を有効に活用できる
ことが見えてきています。これらの分野における成功
要因について考察するに，特に学習ありのAIモデルを
活用する分野において，学習データが一定数確保でき
ており，また，その学習データのばらつきが少ないと
いうことが大切な要素のひとつであるように思えます。
　一方で，特許の実体審査の業務のうち，本願の認定
や，特許性の判断という人間の「判断」による領域に
ついては，現在，技術的な進展を待つということで，
アクション・プランにおいてプロジェクトを設けてお
らず，人工知能の活用に至っていません。この理由に
ついて考察してみたいと思います。
　例えば，権利化の判断という点でみると，法令改正
や，法令解釈の変化によりそのルールが変更される場
合があることから，そのルール変更を意識した学習
データの整備が必要となり，学習データの整備に困難

性があることが一つの要因と考えられます。そして，
このことは，法改正直後において，適切な学習データ
がなく，適切なモデルを構築することが困難であると
いう見方もできます。
　また，判断の根拠となる技術情報に目を向けると，
拒絶理由を構成する文献，及び，参考文献として提示
された文献に記載されている文書から読み取れる事項
のみが，特許性の判断の根拠となっているのではな
く，進歩性の判断を例に考えると分かるように，背景
となる技術の流れや，技術常識を踏まえて判断を行う
必要があります。そうすると，モデルの構築には，こ
れらのデータも含めてインプットとする必要があり，
現時点においては，適切なモデルを構築することが困
難なのではないかと思います。
　アクション・プランを公表し，人工知能技術の活用
という点をお伝えしていることから，「判断」におい
て，人工知能技術が使われているのではないか，業務
の中に人工知能技術を取り込むことで，将来的に出願
人に与える影響があるのではないか，また，特許庁に
おける業務の一部が人工知能に置き換わることで，出
願人側が何か特別な対応をしなければならないのでは
ないかといった，声を伺うことがあります。一方，現
時点の特許庁の取組についてみると，分類付与業務や
先行調査業務といった，審査官による理解・判断を行
う前段階で，業務の一部を支援するツールとしての人
工知能技術の導入を検討している段階であって，最終
的な登録可否を判断する領域において，判断自体を支
援することができるようになるには，まだしばらく時
間がかかるのではないかと考えており，特許庁内にお
ける人工知能技術を活用した業務改善において，出願
人への影響は局所的であると思われます。
　ところで，パテント誌をみると，弁理士業務と人工
知能との関係についての記事（13），（14），（15）をみることが
できます。私感ではありますが，特許庁における検討
事項についてみると，特許文献の検索や，商標におけ
る類似群コードの検索，イメージサーチの活用など出
願人側においても，活用できる要素もあり，特許庁内
の業務の高度化にとどまらず，出願人の業務，弁理士
としての業務においても，今後人工知能の活用が身近
になっていくのではないでしょうか。
　前段で，ブラックボックス化について触れています
が，人工知能というものを理解して，過度に恐れるこ
となく，これを使いこなしていくこと，つまり，共存
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していくことが，これからの業務において重要になっ
てくるものと思います。

7.おわりに
　本稿では，特許庁の業務改善における人工知能技術
の活用について，その取り組みの一端を紹介しました。
　2016 年度（平成 28 年度）に実施した，「人工知能
技術を活用した特許行政事務の高度化・効率化実証的
研究事業」から 5年が経過し，人工知能技術はその技
術の観点でも，また，その活用の観点でも，大きな進
展がみられています。そして，世の中では，DX（デ
ジタルトランスフォーメーション）ということで，人
工知能のみならず，デジタル化による業務の改革が叫
ばれています。
　今後，さらなる特許庁の業務の高度化を視野に，人
工知能技術の進展，また，人工知能の活用の状況を踏
まえて，新たなアクション・プランを策定すべく，検
討を進めているところです。
　今後とも，産業財産権に関連するユーザー視点を
もって，人工知能技術の活用を含め，特許庁業務がよ
り良くあるように継続的に取り組んでまいりたいと考
えています。
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